





























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































n ア メ リカ 企業 の フ ィラン ス ロピ ー1
フ ィランスロピーの概念と歴史的背景
犬 上
フィラソスロピー（philanthropy ）の語源はギ リシャ語であ り、「愛する」、「親愛な」、「友人」等
を 意味するφ2λぺ(philos ）と［人間］、「人類」等を意味す る ゐ ∂ρω加 こ（anthropos ）とを組み合
わせてφiX 心vOp ωTi'ca（philanthropia）になり、「人を愛すること」、「人間愛」、寸博愛」等の意味に
なった。 このギリシ ャ語が、そのままラテン語にも引き継がれ、それがフ テソ ス語などのロマンス
系諸語を経て英語に入り、philanthropy にな ったといわれる10)。
フィランスロピーの同義語にチ 十リティ（charity) があるが、これは 「慈善」 と訳されており、
「貧し く、困窮している人々にモノや カネを恵む」とい う語感が強い のに対し、フ ィラソスロピー
の方は、 より幅広い長期的視点から民間 レベルで社会の問題解決の根源に迫 り、生活の質（qualityoflife)
の向上に努力するとい う違ト がある。
アメリカでのフィラソスロピーの精神や行為は、宗教、とりわけキリスト教 と密接な関係を有し
ている。ピルグリム・ファーダ ースとい われる清教徒たちは、 アメリカへの上陸に際してメイフラ
ワー号上で誓いを立 てている。「上陸後、互いにどこにい ようとも、どれほど成功しようと 乱 新し
い社会のために自分の時間、汗、収入の一部を捧げ ようではないか」とい う［メイ フ ラワ ー盟約］(theMayflowercompact
）である。『新約聖書』に よれば、他者本位の純粋な愛、自己犠牲的な愛
が説かれている。また、上記の盟約は教会を維持した り、聖職者を扶養す るためなどに各自の収穫
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えるのは企業の行動 目的の1 つに過ぎず、もっと広 く利害関係者(stakeholder ） の期待にも社会関
与（socialcommitment) として対応すべきである、 という主張である。
企業フィラソスロピ ーは積極論に立脚していることは言うまでもないが、ここでさらに企業責任





生産・供給し、消費者、株主、従業員 の各利益を増進させる責任」 と、定義している。 ここでは、
経済的責任を第一義的な企業の社会的責任と認識 するのであ るが、だからといって無制約に企業の
利潤を追求することを意味しない。すなわち、そ れは遵法義務を伴った上 七効率的に利潤追求活動
を行 う責任である。表2 では、経済的責任に基づいて、企業 の利害関係者の各々に対して企業が果
たすべき具体的な責任内容が明らかにされている。
しか七、個 々の企業に よる私的な利潤追求によって社会全 体の福利水準が効率的に向上するため
には、市場に おいて独占や寡占のない、完全競争に近い メカニズ ムが有効に機能 している必要があ
り、 また経 済学でいう「外部不経済」が存在しないことなどが前提条件となろう。








受託者責任 の考え方は、1920 年代のアタリカの大企業で 「資本と経営の分離」 が進み、企業（経
営者）が株主 から経営を受託したことに端を発し、現代ではさらに広 く利害関係者全体から企業が
受 託す る局面 へと拡大進展したものとみなすことができよう。









従 業 員：労働関係法を遵守して従業員 の生活の向上を図る
顧 客：ニーズに合った商品の生産・販売
取 引 先：独占禁止法の遵守
地 域 社 会：雇用創出に よる地域経済の活性化
一般社会・国家：正しい納税
国 際 社 会：直接投資に よる雇用創出、技術移転
受 託 者 責 任
企業の本来的活動を 行う上で影響を及ぼすステークホルダーズの便益の向上に十分配慮する責任







地 域 社 会：法定基準以上の環境対策をおこなう
一般社会・国家：貿易摩擦をおこさない
国 際 社 会：現地経済を混乱させない







地 域 社 会：地域から優先的に雇用する
一般社会・国家：リサイタルシステムの確立






地 域 社 会：施設の解放
一般社会・国家：福祉・文化活動支援
国 際 社 会：地球規模の環境問題解決への支援
（出典）電通総研『企業の社会貢献』日本経済新聞社、1991
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既述の ように受託者責任における積極関与責任も企業フィラソスロピーに部分的に含 まれるが、
両者 の本質的相違はどこにあるだろ うか。積極関与責任の主 たる貢献対象は、依然として株主、顧
客、従業員 、取引先、当該企業が立地する地域社会などどちらかといえば、企業 本来 の義務と直接
関係のある集団である。 これに対して、企業フ ィラソスロピーの貢献対象は、当該企業の本来的業
務活動と関係あるなしに関わらず、より広範な社会一般とか国際社会である。
また、活動 内容につい ていえば、積極関与責任は、人事管理や生産管理、競争戦略 といった本来
的業務活動 の範囲のなかで社会貢献を行 うのに対して、企業 フィラソスロピーでは本来的業 務活動


















的責任、 ④社 会貢献（socialcontribution） の4 つを提示している（図4 ）。
ここでは、 まず経済的責任に優先させて法的責任を位置づけ ている。それはすべての社会的制度
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表3 企業の国籍別にみたマイノリティと女性の雇用率





























在 米 日 本 企 業 の 黒 人 の 雇 用 率 が 低 い の に は2 つ の 指 摘 が あ り 、1 つ は 黒 人 へ の 偏 見 で あ り 、 も う1
つ は 日 系 企 業 が 黒 人 の 多 い 地 域 を 避 け て い る と い う も の で あ る 。 黒 人 や 女 性 へ の 雇 用 差 別 に 対 す
る 訴 え と し て 次 の3 つ は メ デ ィ ア の 大 き な 関 心 を 集 め た ケ ー ス （A 社 、B 社 、C 社 ） で あ る 。 づA
社 の ケ ー ス ：A 社 は1979 年 に ロ サ ン ゼ ル ス 近 郊 の コ ン プ ト ン に 設 立 さ れ た 。 当 時 コ ン プ ト ン の
人 口 の 約8 割 が 黒 人 で あ っ た 。 だ と す れ ば 、 従 業 員 の 大 半 は 黒 人 で あ ろ う と 思 う の で あ る が 、 事 実
は 従 業 員300 人 の う ち 黒 人 は4 分 の1 で あ り 、 ア ジ ア 系 が50 ％ を 占 め て い た 。 コ ン プ ト ン で の ア ジ
ア 系 人 口 は わ ず か1.7 ％ で あ っ た 。 コ ン プ ト ン の 人 種 別 構 成 比 か ら す る と 黒 人 の 雇 用 率 は 明 ら か に
低 か っ た 。
■ ■ ■
■ ■
そ こ でA 社 に 採 用 を 拒 否 さ れ た と す る 黒 人 が カ リ フ ォ ル ニ ア 州 の 政 府 機 関 で あ る 公 正 雇 用 住 宅 局
（DFEH ） に 雇 用 差 別 の 訴 え を 起 こ し た 。 そ の 結 果 上 記 の よ う な 事 実 が 判 明 し 、A 社 側 は 求 人 方 法
に 問 題 が あ っ た こ と を 認 め 和 解 に 応 じ た 。82 年 に 和 解 協 定 が 結 ぼ れ 、 今 後14 ヵ 月 間 の 新 規 採 用 で は
そ れ ま で 応 募 し た が 採 用 さ れ な か っ た1,500 人 か ら 採 用 を 開 始 す る こ と が 確 認 さ れ た 。1,500 人 の 大
半 ば 黒 人 と み ら れ て い る 。 ま た 、 採 用 を 拒 否 さ れ た 人 々 へ の 補 償 金 も 合 意 さ れ 、 ロ サ ン ゼ ル ス ・ タ
イ ム 紙 に よ れ ば 総 額25 万 ド ル が 支 払 わ れ た と 報 じ て い る 。 ＼B
社 の ケ ー ス:1983 年 か ら86 年 の 間 にB 社 に 応 募 し た 黒 人 や 女 性 の 多 く が 採 用 さ れ な か っ た こ と
を 問 題 視 し 、 連 邦 政 府 機 関 で あ る 雇 用 均 等 委 員 会 （EEOC ） が 同 社 に 対 し て 調 査 を 行 っ た 。 そ の 結
果 、88 年 に 同 社 はEEOC と の 和 解 協 定 に 調 印 し 、 採 用 を 拒 否 さ れ た と す る 黒 人 と 女 性370 人 に 対 し
て 総 額600 万 ド ル の 補 償 金 を 支 払 い 、 生 産 現 場 で の 黒 人 と 女 性 の 採 用 を 増 や す 努 力 を 行 う と と も に 、
昇 進 方 法 に つ い て も 変 更 す る こ と に 合 意 し た 。 注 目 す べ き は 、600 万 ド ル と い う 多 額 の 補 償 金 の 支
払 い だ け で な く 、 そ の 際 求 人 範 囲 を よ り 黒 人 人 口 の 多 い 隣 の 市 に ま で 拡 大 し 、 黒 人 の 雇 用 を 促 進 す
る よ うEEOC が 求 め た こ と で あ る 。
66
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